


















































































































































































































































































































































































































































































































「Save Tattooing in Japan」という裁判を支援する人たちの団体を作ってもらっ
て、かっこいいホームページをつくって寄付を呼び掛けたりとかしました。私自身
も、たった一人で闘えるとは思っていないんですよ。私はアイデアとか行動力はあ
るんだけど、あんまり頭は良くないので、頭のいい、若手ばっかりの６人のチーム
なんですけど、弁護団を結成するという、クラブの時と非常に似たチームを組みま
した。
　私たち弁護団が主張したのは５点です。まず、医師法17条の「医業」にタトゥー
を彫る行為は含まれないという主張。そして、もしタトゥーが含まれるとすれば、
それは彫り師さんたちの職業選択の自由を侵害する。というのも、今から医師免許
を取れと言われても６年間医学部に通わなければいけないし、研修医を経て、国家
試験資格を取らないといけない。お金もめちゃくちゃかかるし、そもそも簡単に医
学部には入れない、ほとんど無理なわけですよね。だからこれは職業選択について
行き過ぎた制約だと訴えました。そして、彼らがもし人の皮膚に彫っちゃいけない
となったとき、じゃあ、明日から紙に描きますというわけにもいきません。彼らに
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とっては、人の皮膚に一生残る、世界で一つだけの、コピーすることのできない作
品を彫るというところに表現の特徴があるので、それができなくなるということは、
彼らの表現の自由を全面的に奪うことになってしまう。さらに、タトゥーを入れる
ことで日本の社会ではたくさんの不利益があるわけですが、それでもタトゥーを入
れたいという人の自己決定権は尊重されるべきじゃないか、ということです。　
　この裁判では、タトゥーを施術する過程を、実際に被告人のタトゥースタジオで
の写真を使ってわかりやすく説明しました。まず、最初に施術する台や照明を養生
します。ゴミ箱も足で踏めるタイプのもので、手で直接触りません。タトゥーをす
る時に使うマシーン、今、手彫りでやってる人はほとんどいなくて、マシーンでや
るのが通常だそうなんですけど、マシーンのグリップ部分も施術針も、もちろん全
部使い捨てです。マシーンのモーター部分は使い捨てではないんですが、滅菌をし
ています。増田さんはマスクをして、髪の毛が落ちないように帽子を被り、手も全
部使い捨ての手袋で覆い、使い捨てのエプロンをしています。使い捨てにできない
器具については、病院などで使用している医療用の高音波洗浄機とか高圧滅菌機を
使って消毒、滅菌をしています。このようにタトゥーを施術する過程を写真でわか
りやすく、どれだけ衛生管理に配慮してやっているかということを説明しました。
しかし、国はタトゥーの施術に関して衛生ガイドラインを作ってるわけでもないで
すし、タトゥ－の彫り師に特化した資格も整備していません。日本の社会では、入
れ墨はアンダーグラウンドなものとされてきたので、国も彫り師という職業を正面
から認めていないわけなんですね。なので、衛生管理のための法整備を何もしてこ
なかった。彫り師さんたちは、自主的にアメリカのやり方などを真似してやってき
ているんですね。機械も、針とかグリップとかも全部アメリカから輸入しています。
施術に使うインクも、重金属が含まれていない安全なインクを外国から輸入してい
るという状況です。本来は、国が何らかの衛生管理、衛生基準を作るべきだけれど
も、放置してきたじゃないかと。放置してきていながら、今になって医師免許を取
れというのはいくら何でもひどいじゃないかと、私は思うわけなんです。
　この裁判でもクラブの時のように署名を集めて、国会議員に届けたりしました。
でも、集まった署名はたったの２万３千筆。たったのといっても多いんだけど、ク
ラブの時の16万通に比べたら全然少ないです。音楽フェスなんかで署名ブースを置
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かせてくれといっても、タトゥーだから断られたりしたそうですし、署名をしてく
れる人自体が少ないんでしょうね。クラブの時とは全然世論の感じが違いますね。
マスコミもなかなかこの事件、正面から報じてくれるところは少ないです。でも、
逆に海外からの反響がめちゃくちゃ多くて、リスペクトしている日本の彫り師がこ
んな目にあってるなんてクレイジーじゃないかという感じなんですね。平成28年の
衆議院厚生労働委員会2）で当時、民進党の初鹿明博議員（現在、立憲民主党）が塩
崎恭久厚生労働大臣にこういう質問をしてくれました。「鍼、灸、鍼灸師や柔道整
復師というのは別途法律を作って、それに特化した国家資格というのをやっている
じゃないですか。きちんと彫り師に関しても法整備をして衛生管理のルールを決め
て、届け出をするようにしたほうがいいんじゃないですか？」と。その時の厚生労
働大臣の答弁は、「感染症などの問題があり、医師法違反との考えもありうる。」と
いうものでした。結局、「ありうる」ということであり、タトゥーを彫る行為が医
行為にあたるかどうかについて、厚労省としても確定した判断は無いわけなんです。
先ほど、厚労省が通達を出しているといいましたけど、あくまで行政通達であって
法律ではない。確定した判断でないからこそ、今、裁判で争っている。また、大臣
はこういうふうにも言いました。「入れ墨には文化的側面もある。どういうニーズ
があるのか把握し、社会的位置づけを議論して深める必要がある」と。私は本当に
そのとおりだと思っていて、いきなり刑事裁判で有罪か無罪かということじゃなく
て、まずは民主的な過程で、つまり国会で、彫り師のやっている仕事はちょっと危
ないんじゃないかとか、人の皮膚に針を刺すわけだし、血液とか体液とか介在して
感染症になる可能性もあるわけだし、だから何らかの法整備をしないといけないん
じゃないか。医師法を適用するというのはちょっと行き過ぎじゃないかという議論
をしないといけないと思うんですよね。いきなり逮捕して勾留して刑事裁判という
のは、ちょっとおかしいんじゃないかと。ところが、2017年９月27日、大阪地方裁
判所は被告人を有罪にしました。「タトゥーを施術する行為には保健衛生上、危険
がある。それを防止するためには医師免許を有する以外の方法はない。お客さんの
２）平成28年３月９日第190回国会厚生労働委員会http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/syugi
in/190/0097/19003090097003a.html　
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表現の自由はあっても、彫り師に表現の自由はない。」こんなことを言ってきたん
ですね。私はめちゃくちゃ腹が立ちました。「何だこれは」と思って、即日控訴し
ました。医師免許を要求する以外の方法は無いと言いますが、そんなわけないだろ
うと。床屋さんだってカミソリで髭とか剃ったりします。その時に、血が出ること
だってある。それだって感染症の恐れがあるわけです。あと、ネイリストさんに関
しても、今、国民生活センターなんかに苦情が増えていて、つけ爪と自爪の間にカ
ビが生えたとか、ケガをしたとか苦情が多い。でも、これは民間資格でやっていて
国家資格ではない。つまり、床屋さんにしてもネイリストにしても、それぞれ保健
衛生上の危険が生ずるおそれがあるけれども、その危険に見合った資格、職業に対
する制約になっているわけですよね。それがやっぱり、職業選択の自由の保障だと
思うんですよ。タトゥーの彫り師に「医師免許を要求する以外の方法は無い」とい
うのは、私は全然納得できないんですね。
　例えば、海外ではどうなっているかというと、アメリカは州ごとに違うんですけ
れども、ニューヨークだと許可制になっていて、カリフォルニア州では登録制です。
いずれも、例えば何時間の講習を受けるということが義務付けられていたりとか、
何年に一回更新するとか、いろんな制約はあるのですが、許可制や登録制でやって
います。フランス、イギリス、ドイツもそうです。
　私はこの一審判決はおかしいと思って即日控訴して、今日までずっと控訴審を
やっているんですけど、一審の有罪判決を受けて真っ先に考えたのは、「お金が足
りない」ってことだったんですよ。さっきのクラブの事件もそうなんですが、弁護
人は一円ももらってないんですね。４年間、クラブの事件に関わってきましたけど、
一円ももらってないどころか、交通費とか自腹を切っています。タトゥーの裁判も
そうなんですよ。支援者たちの寄付は集まったんだけど、やっぱり裁判記録をコピー
したりだとか、東京の学者の先生に会いに行ったりだとか実費に消えてしまうんで
すね。私は一審の有罪判決がめちゃくちゃ悔しかったから、控訴審ではもっと憲法
上の主張、立証をして、海外での規制状況もきちんと調べて翻訳し、証拠として出
してやるんだと思ったんですが、お金が無いわけです。翻訳は費用が高く、何十万
円もかかってしまいます。一審では刑法学者や医事法の研究者、現役のお医者さん
に協力してもらっていましたが、憲法学者の意見書はありませんでした。お金がな
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かったからそこまでできなかったんです。
　私は、控訴審では絶対に憲法上の主張を力強くしていかなくちゃいけないと思っ
たので、やっぱり憲法学者に意見書を書いてもらう必要があると思い、そのための
お金をなんとかしなきゃって思いました。いろいろ調べてみたら、外国ではクラウ
ドファンディングで裁判費用を集める、ということが行われている。「社会正義の
ために訴訟費用をクラウドファンディングで集めるクラウドジャスティス（Crowd 
Justice）が200万米ドルを調達」というニュースをネットで見つけました。「これ
だ！」と思い、私もクラウドファンディングでお金を集めようと思いました。誰で
も思いつきそうなことですが、日本では誰もそんなことやっていませんでした。日
本でもお金にならない裁判はいっぱいあります。弁護士は全然お金がもらえなくて、
せいぜい実費。実費すらもらえなくて弁護士が持ち出しとか、そんな事件はいっぱ
いあります。社会のためにやる仕事っていうのは、どうしてもそうなってしまう傾
向があります。そうかといって、何百万円もかかる費用は被告人や裁判の当事者に
「払って」と言える金額ではありません。
　クラウドファンディングは誰でも思いつきそうなアイディアなのに、誰もやって
ないのはなぜだろうと考えてみると、弁護士倫理や税法上の問題などいくつか乗り
越えなくてはならないハードルがあることがわかりました。とはいえ、いずれも簡
単に乗り越えられそうなハードルだなと思って、クラウドファンディングのプラッ
トフォーム「CAMPFIRE（キャンプファイヤー）」の社長、家入一真さんを知っ
ているという弁護士に繋いでもらい、家入さんに会いに行きました。私は弁護士で、
現在こういう裁判やっていますがお金が無いと。そして、いまは弁護士が増えすぎ
て競争も激しく、食べていくのが非常に大変な業界であること、そんな中で若手の
弁護士が、社会的な意義はあってもお金にならない仕事をやるということがどんど
ん難しくなっていることなどの実状を話しました。理論的に難しい裁判であり、一
審で有罪になっている、そのうえ、世間から嫌われているタトゥーの話だから、全
然お金が集まらないんじゃないかと不安でした。しかし、実際にいろいろ工夫しな
がらやってみたところ、300万円の目標金額を超える3,385,500円が集まりました。
これにはすっごく励まされました。お金が集まっただけではなくて、すごく沢山の
人が、こんなやり方で職業をいきなり奪われるのはおかしいと応援してくださった
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んです。中には、タトゥーは嫌いだけど応援する、という方もいました。
　クラウドファンディングをやるにあたって、クラブの事件の時に学んだことを活
かして、フェイスブックページを作ったり、ツイッターのアカウントを作成して毎
日なにかを発信し、拡散してもらうようにして、どうにか裁判のことを知ってもら
う、応援してもらうということを工夫しました。そして、こういうふうにお金を寄
付していただいたおかげで、控訴審では憲法学者の意見書も提出することができま
したし、海外の規制状況に関する調査、翻訳もすることができました。控訴審は先
日第１回が終わりまして、11月14日に判決の言い渡しがあります。私は超ドキドキ
です。自分が関わっている裁判の中でも特に力を入れてやってきたことなので、も
し何かで結果を知ることがあれば「あ、あれのことだな」って思ってください3）。
プライバシーの権利　－GPS捜査違法事件－
　この事件で行われていたGPS捜査とは、大阪府警が捜査対象者の車両に勝手に
GPSを取り付けて位置情報を取得していたというものです。その捜査方法が令状を
取らなくてもいい任意処分なのか、それとも強制処分なのかということが争われま
した。この事件も、ロースクール出身の６人の弁護団で取り組みました。６人中５
人が弁護士になって４年目の同期で、１人が私の後輩の弁護士になって２年目の弁
護士というほんとに若手の、この業界でいえば、ぺーぺーの６人で取り組んだ事件
でした。
　GPSが日常生活においてどのように利用されているかというと、お子さんに持た
せて居場所をお母さんが把握するとか、長期で留守にするようなときに、自分のバ
イクとか車につけておいて、盗難にあった場合に車やバイクの居場所を確認すると
いうようなことで利用されています。私たちのスマートフォンにもGPS位置情報を
使ったアプリとかいっぱい入っているので、すごく身近なものだとは思います。
　大阪府警は、サービス提供会社、本件の場合はセコムから警察官の個人名でGPS
端末をレンタルして、それを捜査対象者の車やバイクに密かに装着していました。
３）2018年（平成30）11月14日、大阪高裁で「タトゥーは医行為にあたらない」として逆転無
罪判決が下された。11月27日大阪高検は控訴審判決を不服として最高裁に上告した。
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パソコンやスマートフォンなどでセコムのホームページにアクセスし、GPS端末の
契約番号を入れると、端末がいまどこにあるのかがわかります。現在いる場所の把
握や追跡とかに使っていました。
　私がこの事件に関わるきっかけとなったのは、ある窃盗犯との接見でした。平成
25年12月、「大阪の東警察署に、職業的な窃盗集団の主犯格の男性が逮捕されたの
で、亀石さん行ってきてください」というふうに事務所の先輩に言われまして、「わ
かりました」と、警察署に行きました。その時は、最高裁までいくような大事件に
なるなど思ってもいませんでした。
　警察署で接見した被疑者は「僕は窃盗をしました」、そして「何件もしてるんで
これからたくさん再逮捕もされるだろうし、何か月もかかると思います。僕は全部、
罪は認めるし、償うのでよろしくお願いします」と仰いました。私が「わかりまし
た。長いお付き合いになりますが宜しくお願いします」という挨拶をした後、彼は、
「ところで、自分が逮捕される数か月前、共犯者が自分のバイクを修理に出したと
ころ、修理工場の人がネジを外してガバっとカバーみたいなのを外したら、そこに
GPSを発見した。だから、『みんなの車にも付いているかもしれないから見たほう
がいいよ』って共犯者から言われて、自分の車の下に潜ってみたら、ちょうど車体
の真ん中あたりに磁石でGPSがくっつけられていた。」って言うんですね。この人
たちはいろんなところで事件を起こしていて、大阪だけじゃなくて、兵庫とか長崎
とかいろんなところへ遠征して事件を起こしていたんですけれども、行く先々に、
同じなにわナンバーの車がいたと言うわけです。「何で自分たちの居場所がわかる
んだろう。もしかしたら携帯電話の基地局のデータとかで自分たちの居る位置が把
握されているんじゃないかという会話をしたことがあったんです」と。「だからこ
のGPSを取り付けたのって絶対に大阪府警だと思うんですよね」と。「そんなこと
警察だからってしていいんですか？」って聞かれたんですね。「していいんですか？」
と聞かれても、警察がGPSを使って捜査しているという話はそれまで聞いたことが
なかったですし、もししていたとして、それは令状を取らずにしていい捜査なのか？
ということは刑事訴訟法の授業とか、教科書にも出てきていませんでした。直感的
にはダメっぽいんだけど、どうなんだろう、わからない、と。それで彼には「次の
接見までに調べておくので、ちょっと待っていてくださいね」と言って、一旦、事
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務所に帰りました。いろいろ調べはじめて、まず出てきたのが、福岡地裁に係属し
ていた覚せい剤取締法違反の事件でした。警察が被疑者の車にGPSをつけていたと
いう内容で、刑事裁判で弁護人がその捜査をプライバシー侵害だとして争っている
という朝日新聞の記事を見つけました。彼が言っていたことは本当なのかもしれな
いと思いました。
　結論から先に申し上げると、この福岡の裁判では、令状のないGPS捜査が違法か
適法かについて、判断されることはありませんでした。というのも、この事件では、
GPS捜査によって得られた証拠は、裁判の証拠として請求されていなかったので
す。そのため、GPS捜査が違法かどうかという判断を示さなくても、結論が出せる、
被告人を有罪にできるという構造になっていたので、あえて判断しなかったのです。
なので、おそらく刑事裁判で初めて令状のないGPS捜査の適法性を争ったのがこの
福岡地裁の件だと思うのですが、残念ながらここでは判断が示されませんでした。
　同時に私が見つけたのは、その一年前、2012年にアメリカの最高裁で出された
ジョーンズ判決というものでした。判決では、令状を取らずにGPS捜査をするのは
憲法違反だという結論が出ていました。法廷意見は、GPS捜査は令状を取らない
とできない「捜索」にあたる、という理由からでした。そして補足意見がついてい
て、GPS捜査というのはプライバシーの利益を侵害したことになる、と述べていま
した。私は福岡地裁の件とジョーンズ判決を知って、彼の言っていることは本当か
もしれないし、もし本当だったら許されないんじゃないか。令状を取らなかったら
違法なんじゃないかと思いました。
　そして、２回目の接見に行ったときに、彼にそういうことを報告したうえで、で
も、これを裁判で争うというのはものすごく難しいことだと話しました。その理由
の一つは、大阪府警が彼の車にGPSを取り付けていたという証拠が何にも無いとい
うことです。彼は発見したGPSをその辺に置いてどこかへ出掛け、戻ってきたら
無くなっていたっていうんですね。GPS端末自体を保管していたわけではないし、
写真すら撮っていない。番号を控えていたわけでもなく、何の証拠も無いわけです。
そうすると、大阪府警がGPS捜査をしていた、ということ自体が裁判の俎上に乗ら
ないわけです。そうすると、刑事裁判の中で証拠開示手続きという手段を使って、
検察官の手元にあるいろんな証拠を開示させ、大阪府警がGPS捜査を行っていたな
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んらかの手がかりを入手しないといけないわけです。
　しかし、そのためには裁判が始まる前に、公判前整理手続という、証拠と争点を
整理する手続きを経る必要があります。そうすると、裁判が始まるまでにどんなに
短くても一年はかかるだろうと思ったんですね。その間、通常は罪を認めて保釈請
求をし、それが通れば外に出られるわけです。でも、GPS捜査の違法性を主張した
ら、罪自体は認めていても保釈請求は認められないだろうと思ったんですよね。だ
から彼に「すっごい時間かかるよ」と言いました。その間、外に出られないかもし
れない。そしてその期間は一年以上になるかもしれないと伝えました。
　また、もし大阪府警がGPS捜査をしていたことを明らかにできたとしても、裁判
所がどう判断するかは、全然わからないわけです。日本では先例の無い争点ですし、
もしかしたら尾行や張り込みと同じように「令状が無くても捜査はできる」、適法
であると評価する可能性も全然あるわけです。もし違法と判断されたとしても、そ
んなに重大な違法ではないから証拠は排除しない、とされる可能性もある。
　それに、彼は罪を認めていたし、調書も作っているので、もしGPS捜査が違法だ
ということになったとしても、彼が無罪になるわけではない。場合によっては「捜
査の違法を争うなんて、反省していないんじゃないか？」ということで量刑が重く
なる可能性もある。だから彼には「捜査の違法を争おうとするといろんなリスクが
ありますよ」ということを言いました。
　そして最後に言ったのは、「それなりにお金がかかります」ということでした。
弁護士費用を何百万も払ってくれとは言わないけれども、これから証拠開示請求を
するうえでコピー代だけで何十万円とかかかることもあるわけですね。証拠の謄写
費用って１枚10円じゃない。手間賃のようなものが発生して、１枚40円程度になっ
てしまいます。なのでコピー代だけでもかなりの金額になってしまいますし、GPS
捜査の適法性は刑事訴訟法上の新しい論点でもありますので、学者の意見書が必要
になってくるだろうということも考えました。それにはまた何十万円もかかかるだ
ろうと。
　私は、「実費だけで、少なくとも100万円くらいはかかると思うけど、出せますか？」
ということを確認しました。私はこの事件をやりたくなくてこんなことを言ったの
ではなく、今後の見通しをしっかりと伝えて、想定しうるリスクもすべて伝えたう
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えで、それでもやるかどうかコンセンサスを取っておくということがとても大事な
ことだと考えました。刑事弁護人と、被疑者・被告人というのは、コミュニケーショ
ンがうまく取れなくなったり、「言ってた話と違うじゃないか」となると、そこで
一気に関係が崩れていってしまうんですよね。ですから、私がこの事件をやりたく
ないということでは全くなくて、考えうるさまざまな不利益を承知で、それでもや
るかどうかを彼に尋ねたわけです。
　普通、ここまで言われたら100人中99人は「だったら止めます」ということにな
ると思いますよね。でも彼は「それでもやります」と言いました。「もし大阪府警
がやってたことが、本当はやっちゃいけないことなんだったら、はっきりさせてほ
しい」と。予想外の答えでした。そして私は、「あなたがそこまで言うなら私もや
ります」と言って、なんかその、彼の男気に私も男気で応えるみたいな、そういう
やり取りがあったんですね。
　そしてまず、検察官の手元にはGPS捜査をしていたことがわかる何らかの記録
があるはずだと思い、証拠開示請求から着手しました。でも、何回も何回もやりま
したが、何一つ出てきませんでした。理由は、あとからわかったことなんですが、
2006年に警察庁はGPS捜査をするためのルールを内部で決めていたんですね。実際
に証拠開示請求で出てきた「移動追跡装置運用要領の制定について」という書面で
は、「移動追跡装置を使用した捜査を任意処分として実施するに当たっては－」と
して、令状の要らない任意処分であるという前提でルールを決めています。「⑴次
に掲げる犯罪の捜査を行うに当たり」に記載されているア～キまでの犯罪類型は、
全て黒塗りになっていましたが、「連続して発生した窃盗の犯罪」というのがこの
中に含まれていて、それが私達の担当した事件にあたります。それ以外の犯罪類型
は推測になりますが、福岡の事件を踏まえると「組織的に行われた薬物事件」だっ
たりとか、その他の重大犯罪、組織犯罪がこの類型に入っているんだろうなと思い
ます。
　次に、「⑵犯罪を構成するような行為を伴うことなく次に掲げる物のいずれかに
取り付けること」とあり、取り付け対象がア～エまで記載されています。アは、私
たちの事件でGPSが取り付けられていた「被疑者の使用車両」ですが、イ～エはマ
スキングされていて何が書かれているのかわかりません。一体、車以外の何にGPS
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を取り付けることを想定しているのか全然わからない。例えば、カバンとかに取り
付けられたらさすがにわかるでしょうし、もしかして靴とか？と思ったんですが、
靴も履き替えることがありますし。いまだに謎です。
　ところで、実はこの事件で警察は、「被疑者の使用車両」だけではなく、被疑者
の交際相手の車にもGPSを取り付けていました。公判の証人尋問で、この事件を担
当した警察官に「通達には『被疑者の使用車両』と書いているのに、なぜ被疑者の
交際相手の車にも付けたのか」と尋ねたところ、警察は「被疑者の使用する『可能
性のある』車両だからだ」と言いました。つまり、警察というのは自分で決めたルー
ルでさえ、いくらでも自分たちの都合のいいように拡大解釈するわけですよね。被
疑者の交際相手はこの窃盗の犯罪に全く関係の無い人ですが、GPSを取り付けられ
て、行動を監視されていたわけなんです。
　そして、先程お話した、「証拠開示請求で何にも証拠が出てこなかった」という
話に行き着きますが、この通達の最後に「保秘の徹底」と書いてあります。そして「文
書管理等について保秘を徹底するものとし、特に次の事項に留意する」と書いてあ
ります。ここに書いてある内容もマスキングされ、長い間謎でしたが、実は、最高
裁大法廷判決が出る２か月ほど前に、東京地裁でGPS捜査の違法性を争っていた裁
判で、弁護人の請求によって裁判所が開示命令を出し、マスキングが外されました。
ここに何が書いてあったかというと、
　「被疑者の取り調べではGPSを用いたことは明らかにしない」
　「捜査書類には、移動追跡装置の存在を推知させるような記載をしない」
　「事件広報の際は、移動追跡装置を使用した捜査を実施したことを公にしない」
ということでした。このことは新聞で大きく報じられました。警察がGPS捜査を
やっているということは徹底的に秘密にし、それが記載された捜査書類は全部廃棄
するという運用になっていたわけです。
　この事件を引き受けてから、何回も証拠開示請求をして、実際にいろんな証拠が
開示されるけれども、一切、GPS捜査に関する証拠がない。何にも手掛かりを得ら
れなかったのは、この「保秘の徹底」のせいだったんだということがわかったわけ
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です。
　何が怖いかというと、警察の中のルールだけでやっていると、徹底的に秘密にさ
れるということなんです。通達が出された2006年以降、私がこの事件を担当するま
での10年近い間、全国各地の警察でずっとGPS捜査は行われていたけれども、国民
の誰も知らなかった。それがすごく怖いなって思いました。今、GPSじゃない別の
手法の監視捜査というのが既に行われていると私は思っていますが、どんな捜査が
行われているのか、その捜査の実態がどうなのかも秘密にされていて全くわからな
いわけです。ものすごく怖いことだなと思いました。
　大阪府警はセコムからGPS端末を借りて捜査に使っていたので私たちはセコム
に対して「弁護士法23条に基づく照会」を行い、この捜査に使われていたGPS端末
はいつから契約されたものなのかを尋ねました。回答の日付を見てみると「平成18
年４月」とか「平成17年」というのがたくさんありました。つまり、平成18年６月
に警察庁の通達が出る前の日付であったわけです。ここから何がわかるかというと、
警察庁が「こういうルールを決めました」、「こういうルールのもとでやってくださ
いね」というよりも前に、「これは捜査に使える」と思ったら、それぞれの都道府
県警察の判断で使っているということです。こういうルール、通達が無くとも、現
に大阪府警では平成17年からGPS捜査を行っていたことがわかりました。
　そしてセコムから、実際にこの捜査中に取得された位置情報の履歴というのを入
手することができました。測位した日時、結果、緯度経度、精度、住所。緯度経度
は数字で出ていますが、これをある計算式に入れるとピンポイントで地図上に位置
が表示されます。そして測位日時をみてみますと、「2013年８月14日、23時00分、02分、
03分、03分、04分、05分、06分…」となっています。つまり、１分に１回、もしく
は１分に２回、位置情報を確認している様子がわかります。これはまさに、犯人の
車両を追いかけながら、位置情報を確認してるということです。こういうふうに断
続的に位置情報を確認すると、車両がいる位置だけではなくて、どこに向かってい
るかということまで手に取るようにわかります。点ではなく線として行動が把握で
きるわけです。「精度」は誤差を示しています。衛星からの電波を受けて取ってい
るので多少の誤差が生じる。GPSの示している位置と、実際の位置との誤差がど
沖縄法政研究　第22号（2020）
126
の程度あるのかというのを示したデータが「精度」です。50メートル以下だったり
100メートル以下だったりすることが多く、高い精度の位置情報が取得できること
がわかります。私達は弁護団体制になったあと、このような証拠を地道に集め、保
秘の徹底という壁を乗り越えて、少しずつGPS捜査の実態がわかっていきました。
　ところが、修理に出したバイクにGPSを取り付けられていた共犯者のほうが、私
たちの被告人よりも先に判断が出てしまいました。この共犯者は、大阪地裁の別の
刑事部に事件が係属していて、GPS捜査の違法性を中途半端に争っていたんです
ね。その人の公判で、先にGPS捜査に関する判断が出てしまったんです。「GPS捜
査は強制処分にはあたらない。令状を取らずに行っても適法だ」という、最悪な判
断でした。
　しかし、その理由を見てみると、
　・GPSで得られる位置情報は正確ではない
　・捜査官らは位置情報を記録として蓄積してはいなかった
　・通常の張り込みや尾行と比較して、特にプライバシー侵害の程度は大きくない
となっていまして、私は、この判断の前提として認定されている事実は、どれも間
違っていると思いました。この証拠決定にすごくショックを受けましたし、ピンチ
に追い込まれたわけですが、前提事実が違えば評価も違うはずだ、どうしたら前提
事実を立証できるだろうと考えました。そこで思いついたのがGPS捜査を再現する
実験でした。
　まず、実際にセコムから大阪府警が使っていたのと同じタイプのGPS端末を借り
ました。サイズはタバコの箱よりもちょっと小さいくらいでした。そして車を２台
用意しました。大阪市都島区にある大阪拘置所の道路を隔てて手前の駐車場に車を
停めて、その車内にGPSを置きました。そして、私のスマートフォンでどんなふう
に位置情報が見えるのか確認しました。最初は住所と測位時刻、測位誤差が出てき
ます。測位誤差のところに何もメッセージが無いのは、誤差が一番少ない、最良の
条件下で測位できているという意味です。この場所を選んだのは、周りに高い建物
がなく、青空の下、最良の条件で位置情報が取れるだろうと考えたからです。スマー
トフォンの画面上の「地図」というところを押すと、地図上にGPS端末のある位置
が表示されます。右側に大阪拘置所の広大な敷地があり、道路を隔てたところの川
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の手前に赤いマークが見えます。これは、実際に車を停めていた位置と５～10メー
トルぐらいしか離れておらず、ほとんどピンポイントで位置が表示されているとい
う感じがしました。
　次に、条件によって精度がどのくらい変わるのかを把握するために、ショッピン
グセンターの立体駐車場に車を移してみました。分厚いコンクリートの壁で囲まれ
ていて、外界と通じる窓があるという状況です。ここで位置情報を見ると「測位誤
差」のところに「実際の位置と数100メートル程度」というメッセージが出ました。
やっぱり建物の中だと精度に多少の影響があるということがわかりました。もっと
も、地図を表示してみるとBELLFA（ベルファ）という商業施設にマークが表示
されていて、実際にこの施設の中の駐車場にいましたので誤差はそれほど大きくな
いという感じでした。
　次に、スマートフォンで得る位置情報だけで車に追いつけるかどうか、そういう
実験をするために、GPSを取り付けた車にこれから行く場所を私に告げずに移動し
てくれるよう伝えました。すると、どんなに高速で移動していても、「ああ、高速
道路に乗ってるな」という感じで、空の下にいる限りはピンポイントで位置がわか
りました。ただ、たとえばここは京都に向かう途中の大山崎という辺りですが、こ
のあたりはすごくトンネルが多い場所なんですね。やはりトンネルに入ってしまう
と、人工衛星からの電波や携帯電話の基地局の電波が届かなくて、正確な位置が把
握できないことがあるんですね。まったく電波が届かない場合は、「位置を検索で
きませんでした」、検索不能ということなんですが、こういうふうになることもあ
りました。
　私のスマートフォンの画面上の地図が、京都市立病院の敷地の、道路に近いあた
りで20分ぐらいずっとマークを示していたので「ここにいるのかな」と思って行っ
てみるとピンポイントでその場所が駐車場になっていて、GPSを取り付けた車が停
まっていました。さらに車が移動して、地図上で東寺の敷地内を示すマークが表示
されていたので、実際には公道からは見えない「私有地内」ではあるのですが、ス
マートフォンで見ると、どうやらこの敷地の中にいると。入っていってみると、や
はりGPSを取り付けた車が駐車場に停まっていました。
　検察官は、GPS捜査は尾行や張り込みと同じだというけれども、例えば尾行や張
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り込みでは私有地の中にまで入っていくということはできないわけです。でもGPS
を使えば、そこが私有地であろうとなかろうと、空の下にいる限り正確に居場所を
把握できるのです。何でこういう場所を選んだかというと、検察官は、位置情報と
いうのは単なる記号じゃないか、プライバシーで保護されるようなものじゃないと
いう主張をしていたのですが、例えばこういう宗教施設、キリスト教の教会だった
としたら、キリスト教の信者なのかなと思うわけですし、病院に通っているとなる
と何か病気をしているのかなとなるわけです。拘置所や警察署に何回も行っていた
ら、身内の人が刑事事件に巻き込まれているのかなとか。私達の行動というのは、
プライバシーや思想信条と密接に結びついているわけです。だから、人の行動を把
握すれば、プライバシーを侵害することに繋がるのだということを言いたくて、こ
のような場所を選んだりしました。
　さらに、実はGPSはバッテリーがあまり長く持たなくて、２、３日に一回は交換
する必要があるんです。だから、いったん取り付けたら取り付けっぱなしというこ
とではなくて、２、３日に１回はGPSを取り付けた車にアプローチする必要が出
てくる。そこで大阪府警の警察官は、共犯者の車がラブホテルの駐車場に停まって
いるときにその位置情報をGPSで把握して、その駐車場に入っていってバッテリー
を取り替えたんですね。実際にそのホテルへ行って写真を撮りました。当たり前で
すけど、ラブホテルの駐車場に入るには入口に分厚いカーテンがあって、中を伺う
ことができない、プライバシーがかなり守られているという場所です。こういうと
ころに警察官は、ホテルの管理者の許可を得ることもなく、令状を取ることもなく
入っていって、GPSのバッテリー交換をしていたわけです。
　この裁判を始めた頃、GPSを利用した捜査について日本の学説はどうなっていた
かというと、任意処分説と強制処分説、そして立法で解決するべきだとする３つの
説に分かれている状況でした。つまり、必ずしも「ジョーンズ判決があるから強制
処分だ」ということが学説上固まっているわけでもない、という状況でした。
　そのため私たちは、地道にいろいろなアイデアを出して実験を行い、直接、現地
に行って写真を撮って「写真撮影報告書」として証拠請求したり。こういう工夫を
することによって、正しい事実を認定してもらい、それを前提として正しい判断を
してもらいたいと考えたわけです。
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　その結果、私たちの担当した事件の証拠決定では「GPS捜査は高い精度の位置情
報を取得することができる、大きなプライバシー侵害を伴う捜査である。令状が必
要な強制処分である」との判断が出されました。さらに、検察官が請求した多くの
証拠のうち、15点については証拠能力がないとして排除しました。
　私達がすごく望んでいた判決だったので満足度としては高かったのですが、令状
が必要だとしても、どの令状なのかという点では主張が認められなかったため、控
訴しました。といいますのも、私達はGPS捜査を既存の令状でやるのはどう考えて
も無理だと考えていたんですね。なぜなら、例えば逮捕令状とか捜索差し押さえ令
状とかを考えてみても、既存の令状というのは事前に見せる必要があるわけです。
テレビドラマでも見たことあると思うんですけど、「ほら令状が出てるぞ」と相手
に見せてから逮捕する、見せた後で家の中にズカズカと入っていくとか、令状を先
に見せなければいけないわけです。それが原則なんですが、GPS捜査の場合、最初
に「お前の車にGPS取り付けて捜査やるぞ」と言うのは全然意味がないので、その
点でも例外になります。また、いつからいつまで取り付けるのか、GPS捜査をする
にあたっては、必然的に私有地に侵入することが伴うわけですが、それについては
どうするのかとか、細かい条件を決めないといけない、そのため、既存の令状では
できないと考えていました。
　例えば通信傍受法のように新たな立法が必要ではないか。同法では、通信傍受す
る時には通信傍受令状というのを取らないといけないのですが、GPS捜査でも、新
たな立法をして、GPS捜査令状を取得するべきなんだと主張していました。しかし、
一審ではその点を含め、いくつか私達の主張が認められなかったので、被告人の希
望もあって控訴しました。そしたら、それがめちゃくちゃ藪蛇になりまして、2016
年３月、大阪高裁は「一審判決がいうような重大な侵害は無い」と、一審よりもか
なり後退し、かつ、違法とも適法とも言わない、曖昧で中途半端な内容の判決を下
しました。
　この大阪高裁判決が出た時には、全国各地の地裁・高裁でGPS捜査の適法性が争
われるようになっていて、判断が真っ二つに分かれていました。このようなときに、
こんな変な大阪高裁判決が出されて、絶対に確定させるわけにはいかないと思った
わけです。被告人と相談して、上告をしました。
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　しかし、上告したところで最高裁が何らか判断を示すというのは、正直なところ
私は想定していませんでした。日本は三審制といって、地裁、高裁、最高裁で合計
三回裁判ができるというけれども、実際は最高裁が判断を示すことは非常にレアで
すし、実態としてはほとんど二審制みたいなものなんですね。そのため、上告はし
たものの、どうせ三行半の「上告を棄却する」という紙一枚が送られてくるだけな
んだろうなという気持ちでいました。ところが、上告趣意書を出してから、たった
４ヶ月しか経っていない一昨年の暮れ頃、最高裁から「本件を大法廷に回付するこ
とにしました」という電話がかかってきました。最高裁が判断を示すとも思ってい
ない中で「大法廷に回付する」というのは「どういうこと!?」と頭が真っ白になる
くらい驚きました。
　判決の日、大法廷なので15人の裁判官がずらっと並んでいて、裁判官に向かって
左側に私たち弁護団が座る席が二列になっていました。最高裁からは、事前にどこ
に誰が座るのか報告を求められていまして、そして誰が話すのかについても必ず事
前に報告しなければならず、実際の法廷では発言者として事前に伝えた人の前にし
かマイクがありませんでした。最高裁というところは想定外のことが起こることを
非常に嫌がるというか、誰がどこに座って誰が何をしゃべるのか、全部事前に把握
しておきたいようです。
　私たちは2017年２月22日に大法廷で弁論を行ったのですが、事前に15分厳守だと
言われていました。私はビビっていたんで「わ、わかりました15分ですね」って言っ
ていたんですけど、大阪の有名な刑事弁護人である後藤貞人先生にアドバイスを求
めに行った時に、その先生は「15分って何や!?短すぎるやろっ !?」、「１時間くれっ
て言え」って仰ったんですね。「１時間くれっていったらやっと30分くれるからそ
う言え」と。「あ、ハイ」と、私はまたすぐ、やり取りをしていた書記官さんに「弁
論なんですけど、１時間もらえませんか？」って言ったら食い気味に「ダメです！」っ
て言われたんですね。「何でそんなに要るんですか?!すでに上告趣意書も出てるん
だからそんなに話すことないでしょう!?」って言うんですよ。「ええ、そうなんで
すけど、私達としても言いたいことがいろいろありまして、15分ではとても言い切
れなくて－」と言ったら、「わかりました、そしたら15分過ぎても止めはしません
ので、30分は絶対に過ぎないでください。」って、結局後藤先生の言うとおりになっ
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たなというやり取りがありました。
　今日お配りした資料の中に、その時の弁論があります。GPS事件弁論要旨です。
中学生が読んでも意味がわかるような簡単な内容にしようという考えで作ったもの
で、最高裁の裁判官からすれば、弁護士になって10年に満たない、どこの馬の骨と
もわからないような奴らが何を言ってくるんだろうという感じだったと思います。
なので、最初は私達の自己紹介のような内容で、なぜ私達が、これは被告人だけの
問題ではなく私達みんなの問題であり、社会の問題だと考えたのかという、導入部
分にしました。そこから、私達は全員ロースクールで学んだ弁護士なので、やっぱ
り基本に立ち返ると、強制処分とはこういうものだ、そういうふうにロースクール
でも習ったし、刑事訴訟法の教科書にも書いてあった。そこから素直に考えたら、
やっぱりこのGPS捜査というのは令状が必要な捜査であろうと。そして最後のとこ
ろで、
　権力の暴走をゆるし、権力が国民を監視する社会を選ぶのか、それとも、個
人が強くあるためのプライバシーを大切にする社会を選ぶのか、この裁判が１
つの分岐点になる。
　私たちの子孫がこの裁判のことを知ったときに、私達を憎むのではなく、感
謝してくれるような判断になることを願っています。
　と締めくくりました。こういう簡単な、誰が聞いてもわかるような内容にしたの
には意図がありました。私たちは裁判員裁判を担当することがありますが、弁論と
いうのは裁判員として選ばれる一般市民の方にもわかるような言葉で説得をしない
といけないというものです。だから、法律の詳しい知識が全然無い、一般の市民の
方が聞いても「そっか」と理解できて、「なるほど」と納得のいく弁論をいつも訓
練しています。その方法としては、簡単な言葉を使い、一文を短くし、紙に書いて
きたものを読むのではなく、ちゃんと頭に入れて相手の目を見ながら話しかける。
そういう訓練をしてきたんです。そしてそれは、最高裁の大法廷であろうと同じだ
ろうと。誰かの心に言葉を届けて、その人を説得するというのは相手が誰であろう
と同じだろうと思ってやりました。それに私たち弁護団は本当に知識も経験も浅い
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ペーペーの弁護士なので、素直に自分たちらしく、背伸びをしないでやろうという
方針でした。あとは、手元になんの資料もな傍聴席の人たちにも、耳で聞いている
だけでわかるような話をしようと思い、この内容にしました。
　結果、３月15日の最高裁の判断は、「GPS捜査は強制処分であって、令状無く行
うのは違法である」とするものでした。正直なところ、私たち弁護団はここまでは
予想していました。さすがに最高裁が大法廷まで開いて「任意処分で適法」とは言
わないだろう。そうだったら何のために大法廷を開くんだということですから。し
かし、最高裁はさらに踏み込んだ判断をしました。それは、「現行法で定められて
いる令状でGPS捜査をすることには疑義がある。新たな立法をすることが望まし
い。」という点です。これは、新しく立法されるまで、事実上、GPS捜査ができな
くなることを意味します。警察の捜査実務に及ぼす影響はものすごく大きいわけで
す。実際にこの判決が出されたあとの週末が３連休だったのですが、全国の警察が
GPSを取り外しに行ったという噂を聞いています。それほど画期的な判断を最高裁
がしたわけですが、それから１年半以上経った今も、GPS捜査に関する新たな立法
はされていません。
　最高裁の判断でもう一つ重要なのが、憲法35条に関する部分です。憲法35条は「住
居、書類及び所持品について、侵入、捜索及び押収を受けることのない権利」を規
定していますが、最高裁の判断で「この保障対象には、住居、書類及び所持品に限
らず『これらに準ずる私的領域』に侵入されることのない権利が含まれる」という
判断をしました。つまり、憲法35条の解釈として「これらに準ずる私的領域」まで
保障の範囲を広げたという点で新しい解釈を示した、そこに非常に重要な意義があ
ると思っています。
　私が今日、何より皆さんにお伝えしたいのは、こんな私たちみたいな経験も浅い
若手でも力を合わせればいい結果を得ることができたし皆さんにもできるというこ
とです。私は短い６年間とはいえ、刑事事件ばかりを扱う事務所に勤め、たくさん
の刑事事件を担当していましたが、仲間の弁護士に関しては、このGPS事件が３件
目の刑事事件だという人がいるくらい、全然、刑事弁護に精通しているわけではな
い人たちです。
　しかし、GPS捜査の違法性というのは刑事訴訟法上の新しい論点ですし、どん
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な重鎮の弁護士であったとしても経験の無いことです。そのため、刑事訴訟法や憲
法の基本に立ち返り、強制処分について最高裁が過去の判例で示した考え方に立ち
返って考え、すごく素直な気持ちで取り組んできました。いろんなアイデアを出し
合って、「実験やろうよ」とか、「ラブホテル行こう」とか、いろんな意味でフット
ワークが軽く、実証したりすることができました。きっと運も良かったというかタ
イミングも良くて、こういう結果を得ることができたと思いますが、これから弁護
士を続けていくうえですごく励みになりましたし、私たちにできたんだからみんな
にもできると思います。
　これまで、大きな事件の弁護団を作るとなると、自然に重鎮みたいな人がリーダー
にいて、中堅みたいな人たちが何人かいて、「実際に働くのは下っ端」といった構
造になりがちです。私たちはそこには囚われず、同期同士だったら何でも言い合え
ますし、時には険悪なムードになったりもしますが、みんな大阪の人たちなので、
会議の６割くらいは笑っているみたいな。ちょっと笑いすぎだと思うこともありま
すが。私たちはこの弁護でほとんど報酬をもらえていないどころか、自腹さえ切っ
ていますが、やっぱりとてもやりがいもありましたし、若手でも力を合わせていい
結果を得ることができるということに確信が持てました。
　最後は共謀罪についてですが、先述のGPS捜査事件を担当した弁護人の立場から
すれば、この共謀罪という法律が議論されている時、すごく疑問に感じました。と
言いますのも、「共謀」を犯罪化するにあたっては、ある犯罪を計画し、共謀した
段階を把握して、それを証拠化してという必要があり、そのためにはだいぶ前から
監視することが不可欠になると思うんですね。監視が不可欠であることは、法案の
付則にGPS捜査の制度化を盛り込むとされているところからも明らかで、要は監視
捜査を前提にするというものです。
　この法案の審議がされていた時、政府は「捜査の必要性が認められれば、任意捜
査は許される」と言っていました。これがどういうことを意味しているか、多分、
一般の人はピンとこないと思いますが、今日のGPS捜査の話を聞いていただいてわ
かるように、まさにGPS捜査がこの10年、徹底的に秘密にされて、誰も国民が知ら
ないところで行われてきて、明るみに出ても捜査記録が何にも残ってない。検証が
しようのない状態になっているのと同じことが行われるということです。
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　今までは監視捜査というと、尾行や張り込み、監視カメラで監視するということ
でしたが、これからはGPSのような新しい技術や、手法を利用するようになると思
われます。そういう監視捜査を警察の判断だけでできるとなると、誰を対象にして、
何の目的で、いつからいつまで監視をしていたのかということが事後的に全く検証
しようがないし、捜査するだけして、もし立件しなかったとなると、ますます表に
出てこないんですね。もしかしたら私も対象になっているかもしれないけど、立件
されない限りは気づかないし、確認しようもないわけです。さらに、警察の中のルー
ルだけでできるとなると、GPS捜査が実際にそうだったように、捜査の対象になっ
ている人だけではなくて、その交際相手や関係者とかも監視の対象になりえます。
　こういうことが、GPSの最高裁判決が出た後で、平気で国会で議論されているの
を見るにつけ、私は素直に「最高裁判決、聞いてなかったのか？」と思いました。
つまり、法案を議論している人たちは判決の意図を全然理解していないか、あえて
無視しているのではないかと。私は、GPS捜査事件の最高裁判決は、令状の無い監
視捜査に一定の歯止めをかけてくれたと思っていたんですが、共謀罪のような法律
が成立してしまうと、国家権力が国民を監視するということにますます拍車がかか
るんじゃないかと危惧しています。
　ヤフコメ（yahoo コメント）などで私たちがバッシングされるとき、「悪いこと
したヤツなんだから、GPS取り付けて、行動を把握しないと治安が守れないだろ
う」とか、「別に自分はやましいことなんかしてないから監視されたって構わない」
という人がいます。しかし、私たちはやましいことを隠すことがプライバシーだと
は思っていません。自分の考えやアイデンティティを形成している過程で、誰から
も知られずにいろんな情報にアクセスしたり、コミュニケーションしたりして、自
分の個性やアイデンティティみたいなものを作っていく。その過程を守るものがプ
ライバシーだと思っています。私たちが私たちらしく、誰とも違う私であるために、
守られなければならない部分、それがプライバシーだというふうに思っています。
　以上で私の報告を終わります。
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